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◇モデル区市（目黒区、葛飾区、日野市、狛江市）実践事例 
 

１ 教室環境の整備 

 

（１）葛飾区                【普通教室１教室の例】 

                   （レイアウト） 

                    

普通教室１教室の場合

出入口 出入口

教員用

机・椅子

書庫・教材用

 
【普通教室半教室の例】 

      

                    

普通教室半教室の場合

出入口 出入口

ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ

（可動式）

生徒用

机・椅子

教員用

机・椅子

書庫（施錠でき

るもの）

教材収納

ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ

（書庫に同

じ）

ベンチ等

ｽｸｰﾙﾛｯｶｰ

 

（レイアウト） 
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（２）狛江市 

 

 

              
 

 

 

 

 
 

 

左は、狛江第三中学校の教室。壁を増築し、

一つの教室を二つに分割してある。 

左は、狛江第四中学校の教室。カーテンを

敷き、個別指導のスペースを確保。生徒の

実態を踏まえ、適切に活用することで個別

指導の充実が図られている。 
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２ 巡回指導体制 

 

（１）目黒区 
  

  ア 拠点校の指定 

中学校における特別支援教室の拠点校として目黒区立第七中学校を指定し、目黒区全域の８校に対

して、巡回指導を実施した。 

巡回指導教員により、各学校ごとに巡回の曜日を設定し、その曜日の中で、生徒の実態に応じて、

適切な時間に指導を行った。          

                        

 
 

 
月 火 水 木 金 

１ 自立活動 理科 外国語 数学 数学 

２ 自立活動 社会 技術・家庭 外国語 外国語 

３ 教科の補充 数学 技術・家庭 国語 社会 

４ 教科の補充 道徳 理科 保健体育 理科 

５ 校内委員会 国語 国語 美術 保健体育 

６ 自立活動 保健体育  音楽 
総合的な 
学習の時間 

放 相談 保健体育  音楽 
総合的な 
学習の時間 

 
 
 
 
 
 
 
 

特別支援教育コーディネーター（副）として、校内委員会

へ参加し、特別支援教室の円滑な実施と巡回校における特

別支援教育の推進に向けた連絡・協議を行う。 

巡回による指導の設定例 

生徒の抱える課題に応じて、

放課後等の時間を利用して、

必要に応じて相談を受ける。 
通常の学級での時間割例 

 

 

  イ 巡回指導時間の設定例 

    巡回の時間設定には以下の手順で設定した。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○生徒の一人一人の教育的ニーズに基づいて、個に応じた設定をする。 

【必要時数・教科・少人数指導時・指導内容 ※実態に応じて少人数による指導が必要な場合】 

○在籍学級の教育課程（時間割）を十分配慮して設定する。 

 【年間予定（学期・休業期間・学校行事・短縮等）・各教科の実施時数・時間割（コマ数・下校時間・休み時間・

積み重ねが必要な授業か否か・少人数指導を行っているか）】 

○巡回指導教員の巡回計画を十分配慮して設定する。 

 【巡回曜日・巡回指導教員の担当する学校や担当する教科（自立活動における教科の内容を取り扱った指導）・学

校までの移動距離】 

○「特別支援教室」以外の特別教室を利用する場合は、配慮して設定する。 

【複数の教室を利用する場合・体育館・グラウンド・視聴覚室等】 

○従前から自校通級（特別支援教室）している生徒への配慮が可能な場合は配慮して設定する。 

 【不登校傾向があり、段階を踏んでの登校を安定させるため、従前から時間を固定していたり、不登校児童・生

徒対象の学習支援教室（めぐろエミール）を利用していたりする場合。曜日や日時に強いこだわりがあり、徐々

に移行する必要がある場合。】 

○在籍学級での授業時間数を確保するため必要性があれば、放課後も視野に入れた配慮を検討し設定する。 

 【必要に応じて、巡回指導教員が勤務時間内に帰校（直帰）できる時間帯で、放課後の時間を活用し指導に当た

る設定も検討する。】 

○在籍学級の教科担当の協力を得られる場合は配慮して設定する。 

 【特に必要があり、自立活動において障害の状況に応じて各教科の内容を取り扱いながら指導をする場合、在籍

学校の教科担当に協力を得られる場合は、設定時間を配慮する。】 
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A B C D E A B C D E A B C D E A B C D E A B C D E

１限

２限

３限

４限

５限

６限

相談

第
八
中

第
一
中

第
八
中

つばさ会議

第
七
中

第七中
職員会議

つばさ会議

第
七
中

第
七
中 第

七
中

第
八
中

第
一
中

第
十
一
中

東
山
中

第
十
中

大
鳥
中

第
七
中

第
七
中

第
七
中第

八
中

第
九
中

中
央
中

第
七
中

第
一
中

大
鳥
中

第
七
中

大
鳥
中

東
山
中

第
十
中

東
山
中

第
七
中

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

  ウ ＯＪＴを視野に入れた巡回指導体制 

中学校における特別支援教室事業の充実には、巡回指導教員の専門性の向上が必要である。 

そのため、以下の内容等でＯＪＴを実施し、教員等の専門性の向上を図った。 

 

OJT 等での指導・助言による巡回指導教員の専門性の向上 

（１）ＴＴによる指導 

巡回指導教員へのＯＪＴを視野に置き、以下の表のように経験の豊かな教員が、経験の浅い巡回指導教員とともに巡

回できる体制を組んで、ＴＴによる指導を行うことで、指導・助言を行った。経験年数の豊かな教員が、経験の浅い巡

回指導教員に指導モデルの提示（模範）を見せることで、専門性の向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＯＪＴの内容・方法 

以下のような内容・方法でＯＪＴを実施した。今後は、効果的な OJT について、実践例を蓄積し、巡回指導教員の専

門性向上のためのＯＪＴの在り方についてマニュアルを作成する。 

（ア）生徒の実態把握についての指導・助言 

（イ）指導計画についての指導・助言 

（ウ）教材理解・教材開発についての指導・助言 

（エ）指導モデルの提示（模範提示） 

（オ）交代型ＴＴ（授業の一部分を任せる。） 

（カ）実施した指導に対する指導・助言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要に応じて

巡回しＯＪＴを

実施する。 

拠点校で計画

的にＯＪＴを実

施する。 
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  エ 自己診断シート（目黒区独自）によるＯＪＴ 

    目黒区独自の授業の自己診断シートを導入し、個々の教員の課題を明確にしてＯＪＴを効果的に実施

した。 

   

 

 

自 己 診 断 シ ー ト を 活 用 し たＯ Ｊ Ｔ に よ る 教 員 の 専 門 性 の 向 上 

  巡回指導教員が、授業前に自己診断シートを活用し、自己の授業について課題を明確にした上で、経

験の豊かな教員から指導・助言を受け授業改善を図ることで、教員の専門性の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己診断シート

の授業力に関する

自己診断項目を授

業実施前と実施後

で記入すると、レー

ダーチャート表が

表示される。 

 

実施前と実施後

の状況が、レーダー

チャートに表示さ

れる。 

自己診断シート

を有効に活用する

ことで、自己の課題

や改善状況が把握

できる。 

※通常の学級用の

自己診断シート

も開発予定 

 
 



■ 資料（モデル区市実践事例）■ 

 

81 
 

（２）日野市 

 

 ア 巡回指導体制編成に際しての日野市の考え方 

  日野市では、平成２８年度まで中学校全８校のうち情緒障害等通級指導学級は１校のみであった。平成

２７年度対象生徒は７名であったが平成２８年度１３名となり、今後、特別支援教室の導入に伴い対象生

徒の増加が見込まれることから、平成２９年度情緒障害等通級指導学級を１校新設した。これにより、中

学校全８校に対し情緒障害等通級指導学級設置校は２校となり、特別支援教室体制においては、情緒障害

等通級指導学級設置校２校を拠点校として、それぞれ３校を巡回校とする１グループ４校の２グループを

形成した。 

 現在のところ日野市としては、中学校における巡回指導体制の適切な規模として、１グループ４校まで

と考えており、今後の対象生徒の増加により、拠点校を増やすことを検討する。 

   なお、巡回指導に当たっては、対象生徒の在籍校教員との連携強化を図り、指導を充実させる必要があ

ることから、複数体制による１日勤務を基本とする。巡回指導教員は、１日勤務を通した在籍学級教員と

の密接な連携を図るほか、在籍校の校内委員会等に参加できるように日程調整をする。また、特別支援教

室における指導だけではなく、通常の学級における対象生徒の学習観察や授業支援も実施する。対象生徒

は、特別支援教室による全ての指導を在籍校で受け、在籍校が中心となって支援を行うこととする。 

 

 イ 拠点校・巡回校のグループ分け 

【表】日野市の中学校における特別支援教室の拠点校及び巡回校 

巡回指導開始時期 拠点校※１ 巡回校 

平成２８年度から 日野第三中学校 

日野第一中学校 

三沢中学校 

平山中学校 

平成２９年度から 日野第二中学校※２ 

七生中学校 

日野第四中学校 

大坂上中学校 

※１ 拠点校は情緒障害等通級指導学級設置校 

※２ 平成２９年度の情緒障害等通級指導学級新設校 

○平成２９年度から、２校を拠点校に中学校全８校で巡回指導を実施 

 

日野市立中学校の巡回指導体制                             

 

日野市立中学校の巡回指導体制

 
 

 ウ 巡回指導体制の編成 

   日野市では、巡回先での出勤から退勤までの１日勤務を基本とする。複数巡回体制により、ＯＪＴが可

能となるようにしている。巡回指導教員は、拠点校の職員会議に出席するほか、拠点校に週１日以上全員

が集まるように勤務体制を組み、巡回指導教員同士の情報交換・課題協議の場としている。 
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３ 指導の開始・終了の判定 

 

（１）目黒区 

 

  ア 利用開始までの流れ 

    特別支援教室利用の開始については、生徒の実態を校内で十分に把握した後に、校内委員会で、支援

について十分協議する必要がある。生徒の実態を適切に捉えた上で支援について検討できるよう指導開

始の流れを以下のようにし、事前の発達検査(WISC-Ⅳ)を必須とした。 
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 イ 指導開始までの流れ   

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 生徒の教育的ニーズに応じた自立活動及び教科の補充の時数の設定

方法について 
 

○個別の教育支援計画（学校生活支援シート）、個別指導計画等の作成 

  担任は、学級内で特別な支援が必要な全生徒に対して、巡回校コーディネーター

や巡回指導教員等の助言を受けながら個別の教育支援計画（学校生活支援シート）

と個別指導計画を作成する。 

 

○校内委員会 

  一人ひとりの実態や教育的ニーズを委員全員で多角的に把握したうえで、自立活

動及び教科の補充に関する指導の必要性とおおよその指導時数を確認し、必要性が

あれば特別支援教室の利用につなげる。 

 

○特別支援教室利用支援委員会 

  一人ひとりの実態や教育的ニーズを把握したうえで、自立活動及び教科の補充の

指導内容や指導時間等について、本人の意思や保護者のニーズを確認する。 

 

○担任と巡回指導教員 

  一人ひとりの実態や教育的ニーズに応じた指導を行うとともに、巡回指導と在籍

学級での指導の相互の関連を深めるため、個別の教育支援計画（学校生活支援シー

ト）や個別指導計画等に基づき「連携型個別指導計画」を作成した後、自立活動及

び教科の補充の指導内容や指導時間等を設定する。 

  それぞれの計画作成等にあたっては、巡回指導教員と担任が「協働」する。 

 

○教育課程の届 

  巡回校は、巡回指導教員の意見を参考にしながら特別支援教室における教育課程

届けを作成し、速やかに教育支援課に届け出る。 

  教育課程届には、一人ひとりの指導目標並びに自立活動及び教科の補充の指導内

容や指導時間を記載する。 

自立活動は、６区分２６項目から、一人ひとりの生徒の実態に応じて必要な項目

を選定した上で、それらを相互に関連付けて設定する。 

教科の補充は、障害特性による学習の困難さに対して、障害の特性に応じた指導

を行う。教科の補習にならないように留意する。 
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○ Ｒ－ＰＤＣＡサイクルにより自立活動及び教科の補充指導の充実 

 

○ Ｒesearch（調査） 

（１）担任及び巡回校コーディネーターと面談を行い実態を把

握した。 

（２）在籍学級での学習状況を確認し困難さを把握した。 

  【課題】集中力の持続・正確な板書の模写・読み飛ばし読

み違いの軽減・話の要点の聞きとり・姿勢の保持・

特殊音節等に課題があることを把握した。 

○ Ｐlan（計画） 

担任と協力して、新たに連携型個別指導計画を作成するとと

もに、困難さを改善克服するための指導計画を作成した。 

集中力⇒授業構成を展開２つから展開８つにして集中でき

るように計画 

  板書の模写・読み飛ばし等⇒ビジョントレーニングを導入

するように計画 

  特殊音節⇒MIM を活用するように計画 

  姿勢の保持⇒体幹トレーニングをするように計画 

  要点の聞き取り⇒聴覚記名・短文聞き取り等の課題を設定 

○ Ｄo（実施） 

個別指導計画・連携型個別指導計画に基づき作成した指導案

で計画どおりに指導を実施。 

○ Check（確認） 

（１）対象生徒は課題を容易にこなすことができた。集中して

最後まで取組めていた。 

（２）生徒の変容を担任及び巡回校コーディネーターから聞き 

とった。日々の連絡事項の聞き取りに改善が見られた。 

（３）直接学級の学習状況を確認し、姿勢の保持に若干の改善 

   が見られた。 

○ Action（改善） 

（１）各課題の難易度を少し上げる。 

（２）在籍学級の環境に近い状況を再現するため板書字の大き

さや説明時の声の大きさ・速さを改善する。 

 
 

  ウ 指導終了の考え方 

    特別支援教室利用については、生徒個々の指導開始当初の課題が改善・克服され、全ての時間、通常

の学級で指導を受けられるように指導を行う必要がある。 

したがって、特別支援教室における指導の終了の時期についても明確にしておくことが求められる。

そこで、以下の事項に該当する場合、特別支援教室における指導は終了することとした。 

  

 

 

 

     特別支援教室の指導の終了 

【平成２８年度 中学校における特別支援教室モデル事業実施要項（抜粋）】 

 

１ 特別支援教室での指導課題について改善が確認され、特別支援教室での指導の必要性が 

  なくなった生徒 

２ 特別支援教室での指導を一定期間実施した結果、特別支援教室以外の指導等について、 

  検討する必要がある生徒 

     特別支援教室での指導を一定期間（長期間）行っても、課題の改善が十分に認められない 

        場合は、学習内容・方法や、対象者が授業内容を理解し達成感を持ちながら充実した時間を過 

        ごすことのできる学びの場について検討する。 

３ 特別な事情や妥当な理由等がなく、特別支援教室での指導を相当期間中断している生徒 

     特別な事情や妥当な理由がなく、長期にわたって特別支援教室における指導が中断している 

        場合には、指導の終了について校内委員会で検討する。 
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  エ 小学校からの継続利用について 

    従前は小学校卒業後、中学校の「通級指導学級」を利用する場合、就学指導委員会にて面接・審議を

行っていたが、小学校から中学校への円滑な接続及び確実な引継ぎが行えるように、継続利用に向けて

の新たな流れを以下のとおり導入した。 

 
 

 

就学の決定通知 

の発送（1月中旬） 

１ 小学校の在籍学級での状況の確認（対象：小学校における特別支援教室を利用している６年生） 

２ 在籍小学校の校内委員会における検討（特別支援教室での支援の必要性の有無） 

 

３ 在籍学級担任等による面談（児童・保護者に継続利用についての希望を確認） 

＜利用を希望＞ 

当該児童及び保護者が利用の

意思を明確に示された場合 

＜利用を検討中＞ 

私学の受験、隣接中学校希望入学制

度の活用を検討中の場合 

＜利用希望なし＞ 

 

４ 巡回指導教員（中）による 

面談（在籍小学校） 

６ 関係書類の提出 

（在籍小学校） 

【１１月から】 

 

５ 学校見学（希望制） 

７ 就学相談面接 

（就学予定中学校） 

【１２月から】 

＜利用を希望＞ 

私学受験後、改め

て利用を希望 

＜利用を希望＞ 

隣接中学校希望

入学制度の公開

抽選後、改めて利

用を希望 

関係書類の提出 
（在籍校）【１２月から】 

 

就学相談面接 
（就学予定校） 
【１２月から】 

関係書類の提出 
（在籍校）【２月】 

 

中学校で特別支援

教育コーディネーター

等が学習状況等を把

握する。 

支援の必要性があ

れば中学校特別支援

教室利用支援委員会

での面接・審議につ

なげる。 

特別支援学級 

（固定）を希望 

通常の学級

を希望 
 

就学相談 
 

受付 
【７月～１２月】 

 
 

実施 
【９月～１月】 

※就学支援委員会
での面接・審議 

指導の開始 

（４月当初より

特別支援学級で

指導を受ける） 

＜事前の準備＞ 

○小学校特別支援教室拠点校の巡回指導教員は、適宜第七中学校つばさの巡回指導教員と連絡を取る。 

○小学校では、特別支援教室利用の児童に、中学校における特別支援教室モデル事業の周知用リーフレットを配布 

 

 

９ 指導の開始 

（４月第３週を目途とする）

８ 指導準備（巡回指導教員(中)・就学予定校） 
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（２）葛飾区 

 

（小・中学校共通） 

 

 ア 校内委員会における検討 

 

◇ 校内委員会における具体的な検討の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支援教育コーディネーターが、発達上の課題の可能性がある児童・生徒に対する校内

での指導・支援について検討する必要があることを、校長、副校長に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

＜特別な指導が必要な児童・生徒への気付き＞ 

・ 周囲の大人の気付き（在籍学級担任、スクールカウンセラーなど） 

・ 保護者からの相談などによる気付き 

・ 本人からの申請による気付き 

 

＜実態の把握＞ 

① 校長は、巡回指導教員に対象児童・生徒の行動観察などを指示する。           

② 巡回指導教員は、所見を校長に報告する。                   

※必要に応じて臨床発達心理士などに対象児童・生徒の実態の把握を依頼し、必要な所見や

助言を得る。必要に応じて葛飾区教育委員会専門家チームへの依頼（資料編〈参考資料 特

別支援教育専門家チーム活用ガイドライン〉参照）も可能である。 

③ 適宜、保護者への説明も実施する。※巡回指導教員や臨床発達心理士などの活用も有効。 

 

＜校内委員会の招集＞ 

校長は対象児童・生徒に対する支援策を講じる必要があると判断した場合、校内委員会を招集する。 
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      ・対象児童・生徒の支援が「レベル３」である。 □ 

・保護者の合意が得られている。        □ 

 

 

 

＜葛飾区教育委員会指導室学校教育支援担当係への申請＞ 

校長は、葛飾区特別支援教室の指導開始（終了）判定申請書（資料編様式３･４･５申請書）、及

び申込書類チェックリスト（資料編様式１･２）に記載の各種書類を指導室に提出する。 

＜校内委員会における検討＞ 

① 校長は、特別支援教育コーディネーター、在籍学級担任などから対象児童・生徒が在籍学級で

抱えている困難さや在籍学級での状況などについて報告させ、対象児童・生徒の必要な支援の

レベルを判定する。その際、資料編にある観察記録などを活用するとともに、必要に応じて

臨床発達心理士などに専門的所見を得るため、校内委員会への出席や書面での所見提出を求め

る。 
 

＜発達上の課題を抱えた児童・生徒への支援のレベル＞ 

レベル１ 
巡回指導教員や臨床発達心理士などの助言に基づく、在籍学級担任の指導法の工

夫などにより、児童・生徒が抱えている困難さへの対応が可能と思われる程度 

レベル２ 
校内・外の人的資源などを活用することにより、児童・生徒が抱えている困難さ

への対応が可能と思われる程度 

レベル３ 特別支援教室での特別な指導が必要と思われる程度 

※ 特別支援教室の対象となる児童・生徒については、第１章１・４を参照のこと 
 

② 「レベル３」対象児童・生徒の障害の状態などの的確な把握に基づき、指導目標、指導方針、

週当たりの指導時間などを検討する。 

指導目標 

対象児童・生徒が在籍学級で抱える困難さの的確な把握に基づき、どのような

困難さをどの程度まで改善すれば対象児童・生徒が他の児童・生徒とともに学

習することができるようになるかなどの目標を設定する。 

指導方針 

対象児童・生徒が指導目標を達成するために、指導内容（自立活動、自立活動

の中の教科の補充指導）の割合や、指導形態（個別指導、小集団指導）に関す

る方針を設定する。※在籍校以外で指導を受ける方が効果的な場合には、その

理由も記載する。 

週当たりの

指導時間 
週に何時間程度の特別な指導が必要なのかを検討して設定する。 

 

③ 在籍学級担任などが保護者に対して、検討の結果や今後の支援策について説明し、了解を求め

るとともに、保護者の意見を聴取する。この際、必要に応じて臨床発達心理士などに専門的な

見地から意見を述べることを求めることができる。 

ただし、保護者の求める支援が校内委員会の判断と一致しない場合には、継続して校内委員会

において検討するとともに、相互の合意形成に努める。 
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 イ 判定委員会の実施 

 

  

＜新 た に 特 別 な 指 導 を 希 望 す る 児 童・ 生 徒＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜判 定委 員会 の 開 催 ＞（日 程 ） 

（申 込締 切 日 ） 

（会 場 ） 

（構 成 員 ） 

 

＜適 当と思われる＞ 

校長（在籍校及び拠点校）と保護者宛

てに決定通知を送付 

※ 在籍校以外で指導を受ける方が効果

的であるなど、付帯事項がある場合は

その理由を付す。 

＜適当と思われない＞ 

判定委員会終了後、在籍校にて教育委員

会により学校・保護者に面談にて説明し、

決定通知を交付 

 

※ 日程、申込締切日については年度の初頭の校長会にて提示 

 

  なお、判定に際して申請された書類では情報が不十分な場合には、教育委員会の担当者などが発達検査

などのアセスメントを実施し、その結果を加えた検討を行う。 

 

 

 

 ウ 教育課程の提出 

 

 ◇教育課程の提出 

  特別な指導の開始に当たっては、学校教育法施行規則第140条に基づき、指導開始日までに「教育課程に

ついて（届）」を教育委員会指導室に届け出る必要がある。その際、校内委員会で検討した指導目標や指導

方針、週当たりの指導時間などについて、判定委員会の意見なども踏まえ、記載すること。 
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 エ 指導継続・終了の判定 

 

 

◇指導継続・終了の判定の実施及び保護者との合意形成 

  特別支援教室における特別な指導の成果により、対象児童・生徒がレベル１又はレベル２となり、

在籍学級で他の児童・生徒とともに有意義な学校生活を送れるようになることを目的としている。 

  このため、以下のとおり特別支援教室における特別な指導の検証及び評価を実施する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜校内委員会による指導の評価＞ 

① 巡回指導教員、在籍学級担任などによる対象児童・生徒の状態の把握や、保護者の申出か 

ら、特別な指導によって当初設定した指導目標が達成され、支援のレベルが「レベル３」に当

たらないかについて、各小学校・中学校の校内委員会で各学期に１回程度、評価を行う。評価

に当たっては、小学校・中学校の場合、各校に配置されている特別支援教室専門員が定期的に

作成する行動観察記録を活用することも有効である。 

 

② 評価の結果、 

〇 対象児童・生徒がレベル３に当たると判断された場合は、児童・生徒の変容に応じて

必要な指導時間を検討して指導の継続を教育委員会へ申請する（校内委員会の意見と保

護者の希望が食い違う場合は、その旨を記入する。）。 

〇 対象児童・生徒がレベル１又はレベル２に当たると判断された場合は、校長は保護 

者の合意を得た上で、指導の終了を教育委員会指導室に申請する。 

＜判定委員会の開催＞ 

① 指導の開始と同様に指導の継続・終了について、当該校長から提出された終了判定申請書及び

申込書類チェックシートに記載の書類などに記載されている改善状況の報告を基に検討する。 

② 指導の継続及び終了を判定し、校長（在籍校及び拠点校）と保護者宛てに決定通知を送付する。 

 

＜葛飾区教育委員会指導室学校教育支援担当係への申請＞ 

 

校長は、所定の申請書類を指導室に提出する。 

  〇 指導継続の場合は、葛飾区特別支援教室指導の開始判定申請書（継続）（資料編様式４）、 

   及び申込書類チェックシート（資料編様式２）に記載の各種書類を指導室に提出する。 

  〇 指導終了の場合は、葛飾区特別支援教室指導の終了判定申請書（資料編様式５）、及 

び申込書類チェックシート（資料編様式２）に記載の各種書類を指導室に提出する。 
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（３）日野市 

 

 ア 判定フロー（小・中学校共通。次ページ以降の図参照）                                 

 

平成 30 年度から指導を開始する児童・生徒に適用 

 

（ア）進学児の指導開始判定について（特別支援教室含） 

（イ）既就学生徒の指導開始判定について（特別支援教室：ステップ教室） 

（ウ）指導の継続・退室について（特別支援教室：ステップ教室） 

 

 

 イ 判定のための客観的な根拠（発達検査の実施等） 

 

平成 30 年度から指導を開始する児童・生徒より、上記判定フローにおいて総合的な判定を行う。なお、

既に中学校に在籍している生徒については、校内委員会を中心にアセスメントを行い、教員による書類作

成、心理士等専門家所見、医師による書類確認を経て判定を行う。 

 

 （ア）進学児 

  発達検査（ＷＩＳＣ－Ⅳなど）、医師診察記録、在学小学校からの実態把握票、 

学習観察（集団・個別観察）を基に、総合的に判定する。 

 （イ）在籍生徒 

    発達検査（ＷＩＳＣ－Ⅳなど）、ＬＤＩ－Ｒ検査、児童・生徒実態チェックシート、 

心理士等専門家所見、医師による書類確認を基に、総合的に判定する。 

 

 

 ウ 指導目標及び指導時間の設定の考え方                    

 

指導目標及び指導時間については、指導開始時に「特別支援教室（ステップ教室）入室申請書」におい

て、生徒の実態に合わせ保護者とともに指導方針並びに退室の目安を定め、指導時間も設定する。 

なお、指導時間数は、生徒の実態に合わせて設定する。 

 

 

 エ 指導の成果の評価（指導目標の達成状況の把握と定期的な評価）    

 

指導開始時に定めた退室の目安を基に、各在籍校において学期ごとに「個別指導計画」及び「学級・ス

テップ教室連携プラン」を作成し活用することで定期的な評価を行う。なお、「個別指導計画」について

は、本人及び保護者とも内容を共有し、個別の教育支援計画（東京都：学校生活支援シート、日野市：か

しのきシート）における引継ぎ情報の基になるものである。また、日野市では、福祉と教育が一体となっ

た「かしのきシート」（個別の支援計画）を電子システムにより運用しており、学齢期においては個別の

教育支援計画として活用している。 

次年度における指導の継続・退室判定については、各在籍校で１２月頃に本人及び保護者と面談等を実

施し、全ての指導対象者について達成状況の確認をし、指導の継続の有無について評価を行う。各在籍校

は、年度末に次年度指導継続の有無の評価書類を市教委に提出し、市教委で判定の上決定をする。 

なお、退室後の不安を解消し退室を促す仕組みとして、退室後１年間に限り指導再開（再入室）するこ

とができるものとする。 
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対象者 希望学級等 申し込み先 

進学児（小学６年生） 全て エール（発達・教育支援センター） 

 

◆ 就学相談の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．進学児の指導開始判定について（特別支援教室含） 

保護者がエールに相談申込 

エールで相談員と保護者が相談 

就学相談委員会（判定会） 

判定結果通知（２月ごろ） 

就学相談員と面談を行い、子供の様子を聞

き取ります。その後、相談員による子供の

観察等を行い、最終的な希望を確認しま

す。相談の中で、必要書類についても作成

していきます。 

【必要書類】 

・就学相談ファイル（表紙） 

・就学相談票（保護者記入） 

・面接票（保護者記入） 

・医師診察記録 

・発達検査結果 

・副籍様式 

判定会当日には、保護者と本人に出席して

もらいます。当日は、対象児観察及び医師

との面談（医師面談は、就学児のみ）を予

定しています。 

判定結果については、通知前に電話で保護

者に伝えます。保護者の希望と異なる結果

の場合は、再度相談を行います。 

 
 

                     

 

 

対象者 希望学級等 申し込み先 

既就学児童・生徒 ステップ教室 各学校 

 

◆１ 入室相談の流れ（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．既就学児童・生徒の指導開始判定について（特別支援教室：ステップ教室） 

保護者が学校に相談 

学校でステップ教室の利用について検討 

入室判定会（教育委員会） 

入室決定 

担任の先生やコーディネーターの先生と保

護者で相談を行います。リソースルームの

利用や在籍学級における指導の工夫・配慮

などの支援も含めて、児童・生徒にとって

適切な支援は何かを検討します。 

相談の中で、必要書類についても作成して

いきます。 

【必要書類】 

・特別支援教室入室申請書 

・発達検査結果 

・LDI-R 検査 

・児童・生徒実態ﾁｪｯｸｼｰﾄ 

・心理士等専門家所見 

※かしのきシート未申請の場合は、教

育支援課への書類提出の際に、同意書

及び個人票も提出してください。 

 

提出された書類を基に、教育委員会で判定

を行います。医師による書類確認を経て、

心理士や学校の先生による判定会を行いま

す。（本人・保護者の出席はありませんが、

校長先生、ステップ教室の先生に出席をお

願いします。） 

書類提出 

書類判定 

ステップ教室への入室が適ではないという

判定がなされた場合、別途学校やエールと

相談を行います。  
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◆２ 入室相談の流れ（詳細） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別な支援が必要な児童・生徒の存在 

 

学校（校内委員会）における情報収集 

保護者との情報共有 

巡回指導教員、心理士等

専門家による観察や意見

聴取を随時行う。 

学校（校内委員会)における、 

支援内容の検討・判断 

必要書類等 備考 

◆発達検査の申込書 

基本的な流れ 

学校（校内委員会）から保護者への説明。 

保護者の同意を得た上で、 

「特別支援教室利用申請書」を作成し、 

他資料と合わせて教育支援課へ提出 

リソースルームによる支

援、指導・環境の工夫等

も含めて検討。 

利用申請書は、保護者と
学校の共同で作成してく
ださい。作成後、学校か
ら教育支援課へ提出。 

（※相談会開催日のおお
よそ２週間前までに提
出） 

＜提出書類＞ 

◆特別支援教室入室申請書 

◆発達検査結果 

◆LDI-R 検査 

◆児童・生徒実態チェックシート 

◆巡回相談員（明星大学等）、臨床

発達心理士等専門家所見 

※提出書類は、学校と保護者で作成

していただきます。 

※かしのきシート未申請の方は、教育

支援課への書類提出の際に、同意書

及び個人票をご提出ください。 

教育支援課は、提出のあった書類を基に、

相談員を決定。相談員が書類を確認し、

必要があれば、学校への観察・エールで

の相談などを行う。問題がなければ、判

定会の開催日に登録。その旨を学校へ連

絡。 

相談員は、必要に応じて

児童観察を行う。 

入室（・転学・入級）相談会 

入室適・不適の判定を行

う。（本人・保護者の出

席の必要はありません

が、校長先生、ステップ

教室の先生にご出席をお

願いします。） 

＜必要書類＞ 

◆特別支援教室入室申請書 

◆発達検査結果 

◆LDI-R 検査 

◆児童・生徒実態チェックシート 

◆巡回相談員（明星大学等）、臨床

発達心理士等専門家所見 

【医師の確認済】 入室適 

教育支援課より、入室

適の通知を保護者・在

籍校へ送付。指導開始。 

入室不適 

継続相談となる。 

正式な形での入室は

不可。 
 

固定学級転学へ向けて相

談開始。 

又は、校内対応で体験（体

験の場合、提出書類なし） 

申請の判断 

教育支援課は、書類内容を基に、支援の

必要性について、医師の確認を得る。 

保護者への連絡等は、原

則として、学校を通じて

行います。 
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◆１ ステップ教室の指導継続・退室について 

ステップ教室の指導は、課題を克服し、通常の学級だけで学習できるようになることを

目的としています。入室する際に目標を設定し、退室を目指した指導を行うようにしてい

きます。そのため、年度ごとに、次年度の指導が必要かどうか、対象の児童生徒の成長に

ついて担任の先生やステップの先生と相談を行います。相談の結果、退室か指導継続かを

決めていきます。 

 

 

◆２ ステップ教室の退室決定の流れ（年度途中） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．指導の継続・退室について（特別支援教室：ステップ教室） 

担任、ステップ教室教員等と 

保護者の相談 

教育委員会（教育支援課） 

退室決定 

担任の先生やステップ教室の先生と保護

者で、児童生徒の成長について、学期末の

面談等で相談を行います。退室が望ましい

と決まったら、学校経由で書類を提出して

ください。 

提出された書類を基に、教育委員会で退室

を決定します。 

書類提出 

退室決定の通知を送付します。 

【必要書類】 

・ステップ教室退室願い 

 

                   

◆３ ステップ教室の指導継続・退室決定の流れ（年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆４ ステップ教室への再入室について 

 ステップ教室については、退室後 1 年間に限って再入室することができます。ステップ

教室退室後に課題等がある場合は、保護者と学級担任やステップ教室教員で相談を行って

ください。再入室する場合は、「特別支援教室再入室願」を提出してください。 

保護者、担任、ステップ教室教員等に

よる相談 

継続・退室相談会 

指導継続・退室決定 

12 月頃に面談等で、次年度の指導が必要

か、退室が望ましいかの相談を行います。

退室の場合は、学校経由で書類を提出して

ください。年度末の継続・退室者一覧を作

成してください。 

提出された書類を基に、教育委員会で指導

継続か退室かを決定します。校長先生・ス

テップ教室の先生の出席をお願いします。 

書類提出 

退室の場合は、退室決定の通知を送付しま

す。（継続の場合は特に通知はありませ

ん。） 

【必要書類】 

・特別支援教室継続・退室者一覧 

・ステップ教室退室願い（退室の場合のみ） 
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（４）狛江市 

 

 ア 実施方法 

  中学校特別支援教室指導開始・終了判定フローチャート（以下「フローチャート」という。）作成により、

各校での取組や就学相談等が円滑に行われるよう、下記の方法で実施している。 

 （ア）小学校特別支援教室の指導開始・終了判定システムを基にした、指導開始・終了判定システム  

    の構築 

 （イ）校内委員会（定例、随時）の開催 

 （ウ）終了判定後の観察・支援（専門家チームによる巡回相談の実施、特別支援教室担当教員による 

    観察・支援、担任及び教科担任による集団適応への支援・指導、担任による適切な指導と経過 

    観察） 

 

 イ 判定のための客観的な根拠 

  就学相談における判定基準は、以下の方法により総合的に判断して実施している。 

 （ア）専門教育相談員による面接 

 （イ）医師による診断 

 （ウ）発達検査・知能検査の実施 

 （エ）行動観察の実施 

 

 ウ 成果 

   フローチャートを作成することで、指導開始・終了判定の共通理解が図られ、関係機関等の連携がス

ムーズに行われることが増えた。 
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↓必須ではない

No No

Yes Yes

No

Yes

No

Yes

中学校 特別支援教室 開始相談フローチャート

特別な教育的支援が必要な生徒がいる

校内委員会における情報収集
保護者との情報の共有

関係機関等による特別
な教育的支援が必要で
ある。

学年による適切な指導と経過観察

特別支援教室入級相談の申請・受理
（原則保護者による）

校内における特別な指
導体制が必要である。

校内体制構築による指導と経過観察

就学支援委員会での情報収集

判定会議

発達障害もしくは発達障害の疑
いがあり、知的発達の遅れがな
い。

通常の学級での学習におおむ
ね参加でき、一部特別な指導
を必要とする。

自閉症・情緒障害学級（固定）
【必要に応じて、再開を検討】

知的発達の遅れ等により転学先を判定

当該生徒及び保護者と担任・コーディネーター・

ＳＣ等との教育相談の継続実施
特別支援教室の見学・体験

特別支援教室活用の判定

当該生徒・保護者と学
校・研究所等が継続的
に教育相談を実施して
いる期間

⑴ 面接（相談票）
⑵ 行動観察（所属・取り出し）
⑶ 医師による診断
⑷ 発達検査

保護者への結果報告

特別支援教室の利用開始

[市]専門家チームによる巡回相談

[都]心理士等による巡回相談
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No（年度末）

Yes（年度末及び随時）

No

Yes

No

No

Yes

Yes

Yes

No

中学校 特別支援教室終了判定フローチャート

特別支援教室を利用する全ての生徒

○ 年間を通して
在籍校の校内委員会における情報収集

保護者と在籍校との情報共有

○ 年 度 末
調査（保護者への）及び在籍校との面談によ
り、保護者との情報の共有

在籍学級における課題の
改善が図られた。

特別支援教室終了相談の申請・受理
（原則保護者による）

就学支援委員会での情報収集

判定会議

在籍学級における課題の改
善が十分に図られ、在籍学
級のみの指導で学校生活が
円滑に送れる。

校内における特別な指導
体制が必要である。

担任による適切な指導と経過観察

校内体制構築による

指導と経過観察

特別支援教室における

指導の段階的な終了

特別支援教室における指導の段階的な終了

就学支援委員会での情報収集

判定会議

当該生徒及び保護者との教育相談の実施

特別支援教室
利用の継続

◆行動観察記録（担任・巡回指導担当）

◆通級指導学級・特別支援教室利用について（保護者）

◆入級時及び入級後に更新された資料

発達障害もしくは発達障害の疑
いがあり、知的発達の遅れがな
い。

通常の学級での学習におおむ
ね参加でき、一部特別な指導
を必要とする。

自閉症・情緒障害学級（固定）
【必要に応じて、再開を検討】

知的発達の遅れ等により
転学先を判定

特別支援教室利用の判定

保護者への結果報告

特別支援教室の利用継続

原則、退級日を学期末に設
定し段階的に指導を終了す
る。

◆通級指導学級・特別支援教
室終了相談申請書

 
 

 

 

 


